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令和２年

第４回市議会定例会 議案第６号

令和２(2020)年度函館市公共下水道事業会計補正予算（第１号）

第１条 令和２(2020)年度函館市公共下水道事業会計補正予算（第１号）は，次

に定めるところによる。

第２条 令和２(2020)年度函館市公共下水道事業会計予算(以下「予算」という。）

第２条中「5,789メートル」を「5,414メートル」に改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 下水道事業収益 8,081,194千円 △ 4,369千円 8,076,825千円

第１項 営 業 収 益 5,856,838千円 △ 4,369千円 5,852,469千円

支 出

第１款 下水道事業費用 6,968,611千円 △ 2,260千円 6,966,351千円

第２項 営 業 外 費 用 879,324千円 △ 2,260千円 877,064千円

第４条 予算第４条本文括弧書中「2,621,403千円」を「2,621,429千円」に，

「128,067千円」を「118,771千円」に，「1,481,959千円」を「1,481,955千円」

に,「1,011,377千円」を「1,020,703千円」に改め，資本的収入及び支出の予

定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 3,627,294千円 △ 50,995千円 3,576,299千円

第１項 企 業 債 2,636,900千円 △102,000千円 2,534,900千円

第２項 国 庫 補 助 金 299,300千円 47,433千円 346,733千円

第４項 他会計負担金 671,733千円 △ 114千円 671,619千円

第５項 工 事 補 償 金 5,658千円 3,686千円 9,344千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 6,248,697千円 △ 50,969千円 6,197,728千円

第１項 建 設 改 良 費 1,984,700千円 △ 50,969千円 1,933,731千円

第５条 予算第５条中「2,636,900千円」を「2,534,900千円」に改める。
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第６条 予算第９条を次のとおり改める。

第９条 繰越利益剰余金のうち1,020,703千円は，次のとおり処分するものと

定める。

(1) 資 本 金 1,020,703千円

令和２年１２月１日提出

函館市長 工 藤 壽 樹
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令和２年度函館市公共下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 下水道事業収益 8,081,194 △ 4,369 8,076,825

1 営 業 収 益 5,856,838 △ 4,369 5,852,469

2 他会計負担金 1,217,857 △ 4,369 1,213,488 一般会計負担金「1,217,857千円」を「1,213,488千円」に改める。

支 出

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 下水道事業費用 6,968,611 △ 2,260 6,966,351

2 営 業 外 費 用 879,324 △ 2,260 877,064

支払利息及び
１ 742,562 △ 11,552 731,010 企業債利息を補正
企業債取扱諸費
消 費 税 及 び
2 134,013 9,296 143,309 納付税額を補正
地 方 消 費 税

3雑 支 出 2,749 △ 4 2,745 その他雑支出を補正
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 資 本 的 収 入 3,627,294 △ 50,995 3,576,299

1 企 業 債 2,636,900 △ 102,000 2,534,900

管渠事業費企業債「1,026,900千円」を「956,900千円」に，ポンプ
1企 業 債 2,636,900 △ 102,000 2,534,900

場事業費企業債「358,300千円」を「353,800千円」に，処理場事業
費企業債「118,600千円」を「91,500千円」に，特定環境事業費企
業債「900千円」を「500千円」に改める。

2国 庫 補 助 金 299,300 47,433 346,733

1 国 庫 補 助 金 299,300 47,433 346,733 管渠事業費交付金「34,500千円」を「82,118千円」に，ポンプ場事
業費交付金「197,700千円」を「197,678千円」に，処理場事業費交
付金「67,100千円」を「66,937千円」に改める。

4他会計負担金 671,733 △ 114 671,619

1 他会計負担金 671,733 △ 114 671,619 一般会計負担金「671,733千円」を「671,619千円」に改める。

5工 事 補 償 金 5,658 3,686 9,344

1 工 事 補 償 金 5,658 3,686 9,344 工事補償金「5,658千円」を「9,344千円」に改める。

支 出

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 資 本 的 支 出 6,248,697 △ 50,969 6,197,728

1 建 設 改 良 費 1,984,700 △ 50,969 1,933,731

下水管渠事業費「1,009,232千円」を「989,808千円」に改め，戸倉
1管 渠 事 業 費 1,089,789 △ 19,422 1,070,367

第２排水区工事費，戸倉地区工事費，本通地区工事費を削り，昭和
Ⅱ地区工事費を加え，公共桝新設事業費「80,557千円」を「80,559
千円」に改める。

2ポンプ場事業費 557,252 △ 4,373 552,879 ポンプ場事業費「557,252千円」を「552,879千円」に改める。

3処理場事業費 186,239 △ 27,174 159,065 汚水処理施設事業費「186,239千円」を「159,065千円」に改める。



令和２年度函館市公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 991,703

減価償却費 3,636,420

固定資産除却費 18,672

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,881

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,434

賞与引当金の増減額（△は減少） 480

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 73

長期前受金戻入額 △ 2,194,380

受取利息及び配当金 △ 100

支払利息 731,010

小計 3,208,193

利息及び配当金の受取額 100

利息の支払額 △ 731,010

未払消費税等の増減額 201,455

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,678,738

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,787,569

無形固定資産の取得による支出 △ 201,161

長期貸付金の貸付による支出 △ 13,480

短期貸付金の返還による収入 10,252

国庫補助金等による収入 346,733

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 671,619

その他収入 12,795

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 960,811

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,589,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,250,517

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,660,717

　　資金増加額（又は減少額） 57,210

　　資金期首残高 3,355,165

　　資金期末残高 3,412,375

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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令和２年度函館市公共下水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和 3年 3 月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

(1) 有 形 固 定 資 産 178,208,074

千円

減 価 償 却 累 計 額 △ 83,802,632 94,405,442

(2) 無 形 固 定 資 産 2,350,693

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 9,927

ロ 長 期 貸 付 金 8,861

投資その他の資産合計 18,788

千円

固 定 資 産 合 計 96,774,923

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 3,412,375

(2) 未 収 金 467,994

貸 倒 引 当 金 △ 16,927 451,067

(3) 短 期 貸 付 金 12,418

貸 倒 引 当 金 △ 759 11,659

(4) 他会計保管下水道使用料 19,298
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千円

流 動 資 産 合 計 3,894,399

資 産 合 計 100,669,322

負 債 の 部

3 固 定 負 債

千円

(1) 企 業 債 45,015,534

(2) 引 当 金

千円

イ 退 職 給 付 引 当 金 429,617

引 当 金 合 計 429,617

固 定 負 債 合 計 45,445,151

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債 4,259,987

(2) 未 払 金 1,719,682

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 23,839

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 4,781

引 当 金 合 計 28,620

(4) そ の 他 流 動 負 債 3,170

流 動 負 債 合 計 6,011,459

5 繰 延 収 益
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千円

長 期 前 受 金 86,748,663

収 益 化 累 計 額 △ 47,317,616

千円

繰 延 収 益 合 計 39,431,047

負 債 合 計 90,887,657

資 本 の 部

6 資 本 金 5,339,151

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金 1,288,113

(2) 利 益 剰 余 金

千円

イ 当年度未処分利益剰余金 3,154,401

利 益 剰 余 金 合 計 3,154,401

剰 余 金 合 計 4,442,514

資 本 合 計 9,781,665

負 債 資 本 合 計 100,669,322



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　　建物      　　８～50年

　　　　　　　　　　　　　構築物      　７～50年

　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　６～20年

(2) 無形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　　地上権       　　 ５年

　　　　　　　　　　　　　施設利用権      　35年

2 　引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

(2) 退職給付引当金

　 　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を

　計上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる額102,738千円を除く）。

(3) 賞与引当金および法定福利費引当金

　 　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

　ている（なお，一般会計が負担すると見込まれる額7,623千円を除く）。

3 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　 　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還  予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，17,672,984千円である。

個　別　注　記　表
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Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

　公共下水道事業会計は，公共下水道事業および特定環境保全公共下水道事業を運営しており，各

事業で運営方針等を決定していることから，この２つを報告セグメントとしている。

　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

 特定環境保全公共下水道事業以外の排水区域において

 下水を排除または処理する業務

 戸井地域の排水区域において下水を処理する業務

△ 475,815△ 46,083

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業

5,430,744

5,906,559

46,1535,384,591

事　業　の　内　容事　業　区　分

公 共 下 水 道 事 業

特定環境保全公共下水道事業

3,636,42081,923

5,814,323

　令和2年度（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

公共下水道事業

19,6691,193,819

2,644,396

991,703

△ 429,732

合　　　計

92,236

98,024,926

3,554,497

1,213,488

90,887,6572,535,00388,352,654

100,669,322

　　他会計繰入金
    （収益的収入）

　　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

△ 590

△ 1,838,962△ 79,269△ 1,759,693

992,293
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Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内　  2,975千円

　　１年超　　  3,583千円

　　　合計　  　6,558千円

Ⅴ その他の注記

1 　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，債権の不納欠損による損失5,660千円を処理するため，貸倒引当金5,660千円を使

用する。

2 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　当年度において，退職手当として30,013千円を支給するため，退職給付引当金24,220千円（一般会

計が負担すると見込まれる額を除く）を使用する。

3 　賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負担

に属する額（12月から3月までの4か月分）として36,243千円を支給（支出）するため，賞与引当金お

よび法定福利費引当金28,325千円（一般会計が負担すると見込まれる額を除く）を使用する。
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